
768億7‚400万円市税
60.5％

199億3‚639万円

国庫支出金
国から交付される補助金など

15.7％

67億8‚731万円

県支出金 5.3％
県から交付される補助金など

33億4‚300万円

市債 2.6％
国や金融機関などからの借入金

201億5‚930 万円

その他
使用料、手数料など
15.9％

508億9‚400万円

民生費
高齢者、児童の福祉など

40.0％

188億1‚200万円

衛生費
ごみ処理、病気の予防など

14.8％

158億9‚300万円

総務費
文化振興や

情報化の推進など
12.5％

139億1‚600万円

教育費 11.0％
学校、公民館や
図書館など

101億5‚800万円

土木費 8.0％
道路、河川、公園の整備など

93億2‚400万円

公債費
借入金の返済など
7.3％

81億300万円

その他
消防費など
6.4％

安心で快適な活力のあるまちを目指して
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特集 1

　平成２５年度の一般会計予算は、前年度に比べ５.０％減の１，２７１億円
となりました。これは、生活保護費や障害のある方への扶助費、国民健康保
険特別会計繰出金などの社会保障にかかる経費が増加するものの、本八
幡駅北口Ａ地区市街地再開発事業やクリーンセンター延命化事業がピー
クを越えたことによるものです。
　新年度は、『安心なまちづくり』『快適なまちづくり』『活力のあるまちづく
り』の実現に向けて、重点的に予算を配分しています。

歳 出歳 入

ごみ処理や病気の予防などに

40,144円（47,646円）

高齢者や児童の福祉などに

108,605円（103,982円）

借入金の返済に

19,897円（20,165円）

学校・公民館・図書館などに

29,696円（30,132円）

文化振興や情報化推進などに

33,915円（33,783円）

消防・救急活動などに

11,146円（11,854円）

道路・河川・公園の整備などに

21,677円（30,602円）

その他（議会関連経費などに）

2,165円（2,188円）

産業振興などに

3,980円（4,133円）

●住民基本台帳人口
　468,615人
●世帯数
　222,618世帯
※平成24年１2月3１日現在
　（　）内は前年度の金額

市民１人当たりの予算

271,225円（284,485円） 570,933円（610,335円）

１世帯当たりの予算
一 般 会 計

一 般 会 計 に お け る 歳 入・歳 出 の 内 訳

一般会計 1,271億円
（対前年度比5.0%減）

特別会計…………………825億4,500万円
（対前年度比8.2%増）

公営企業会計……………29億3,500万円
（対前年度比0.8%増）

全会計 ……………2,125億8,000万円
（対前年度比0.2%減）

平成25年度当初予算
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安心なまちづくり

快適なまちづくり 活力のあるまちづくり

8億2,563万円
　防災拠点となる市役所本庁舎の建て替
えに向け、庁舎整備基金への積み立てを
行い、設計業務を開始します。

　庁舎整備事業

1億7,675万円
　主要な道路や駅周辺の植栽リニュー
アル、大柏出張所の駐車場緑化、公園
等の再整備を実施します。また、道路接
道部の花壇整備や駐車場緑化への助
成制度を創設します。さらにコンテストや
フェスタ、協働花づくりなど、市民が主役
となる事業を進めるとともに、シティセー
ルスや地域ブランド活性化なども関連
事業として実施します。

　ガーデニング・シティ いちかわ
　関連事業

4,083万円
　既存住宅の防災やバリアフリーの改
修工事費用の一部を助成します。

　あんしん住宅推進事業

5,243万円
　子どもの悩みなどに適切に対応するた
め、市立小学校及び中学校にライフカウ
ンセラーを配置します。また、学校だけでは
解決困難な問題を迅速に解決するため、
専門知識を有する弁護士、医師、学者等
に学校問題対策員を委嘱します。

　教育環境の整備事業

963万円
　スマートフォン用Ｗｅｂサイトで、イベン
ト情報や公共施設案内、災害情報等が
配信できるＧＩＳを構築します。

　情報化推進事業

125億3,400万円
　外環道路や都市計画道路３・４・18号
事業の進捗に合わせ、北部地域の汚水
管と浸水対策として、大和田ポンプ場や
雨水幹線管渠の整備を進めます。また、
市川南ポンプ場用地を取得します。

　下水道整備事業

6億1,835万円
　平成25年度に建替予定であったク
リーンセンターを平成35年度まで操業
するための延命化対策を行います。

　クリーンセンター
　延命化事業

2億6,159万円
　デジタル化に伴う放送設備の入れ替
えや電話による音声応答装置、情報一
括送信システムの整備などを行います。

　防災行政無線（同報系）
　再整備事業

1億2,837万円
　新年度から開始される６市共同の消
防指令業務や、デジタル化した消防救急
無線の運用に要する経費を負担します。

　指令業務共同化及び
　無線デジタル化事業

450万円
　市が管理する橋りょうの延命化のた
め、修繕工事の詳細設計を行います。

　橋りょう補修事業

823万円
　住み慣れた地域で医療や介護のサー
ビスを受けられるよう、医師、看護師、ケア
マネジャーなどの協働による包括的かつ
継続的な在宅医療の提供を目指します。

　在宅医療連携拠点事業
5,325万円
　排水路の老朽化や破損状況の点検
調査を実施します。

　排水路等清掃維持管理事業

1,375万円
　成年後見を必要とする方への相談支
援、成年後見制度の支援体制の整備を
行います。

　成年後見制度利用支援事業

22億9,346万円
　市営住宅、菅野保育園、保健センター
の耐震補強工事と小・中学校の耐震補
強設計などを行い、国分小学校及び第
四中学校の校舎の建て替えなどを継続し
ます。

　公共施設等の耐震化事業

5億7,288万円
　民間事業者の保育園整備費の一部
を補助し、新たに５園の私立保育園を創
設します。

11億2,424万円
　早期に整備することで、周辺地域の
市街地形成や防災機能の向上等を図
ります。

　都市計画道路3・4・18号
　整備事業

4,880万円
　市で管理する４ｍ未満の建築基準法
の道路等で、セットバック部分を市に寄付
する場合、整備や測量分筆作業を市が
行います。また、通行量が多く、車のすれ
違いが困難な道路に部分的な退避ス
ペースを設置します。

　狭あい道路対策関連事業

5,500万円
　駅周辺や主要な道路で歩道の段差
解消等バリアフリー化を進めます。

　人にやさしい道づくり重点地区
　整備事業

230万円
　市内企業の技術力をPRするビジネス
プラン発表会等で多種企業との技術
連携や販路拡大を支援します。

　企業・産業間連携支援事業

2億820万円
　認可外保育施設に児童を預ける保護
者に補助金を支出し、経済的負担を軽減
します。

　簡易保育園園児補助金

462万円
　地域資源を活用した特産品のPRや
新商品の開発などを支援します。

　地域ブランド活性化事業

11億9,871万円
　子どもの健全な育成のため、保険診療
分の医療費の一部について中学校３年
生まで助成します。

　子ども医療費助成事業

9,503万円
　中小企業資金融資等を利用した企
業に利子の一部を補助します。

　中小企業資金融資
　利子補給金

11億5,863万円
　子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌ワ
クチンの無料接種等を継続します。

　予防接種事業

3,018万円
　商店街灯の設置や維持管理の経
費、商店会の販売促進活動に対し補
助金を交付します。

　商店街活性化補助事業

12億2,983万円
　これまでの健康診査事業のほか、新年
度から受診率向上のため、血液検査によ
る胃がんリスク検診を導入し、胃がんの早
期発見に努めます。

　健康診査事業

2,007万円
　住宅用太陽光発電システムの設置
費用の一部を助成し、再生可能エネル
ギーの利用を促進します。

　住宅用太陽光発電システム
　設置助成事業

2,555万円
　市川ゆかりの文学や映像に関する資料
を展示するほか、新たな文化交流発信の
場となる文学ミュージアムを開館します。

　文学ミュージアム管理運営事業

8,200万円
　自然と触れ合える憩いの場として、散
策・休息の広場やスポーツ広場などを整
備します。

　国分川調節池上部活用事業

406万円
　国と連携して「休憩機能」「情報発信
機能」「地域連携機能」を併せ持つ道
の駅を整備するための設計などを行いま
す。

　道の駅整備事業

9,026万円
　引き続き本八幡Ａ地区市街地再開
発組合に補助を行い、新年度は住宅
棟、業務棟が完成します。

　本八幡駅北口Ａ地区市街地
　再開発事業

産業の振興

地域経済の活性化

文化振興

地域の街づくり

市街地再開発

情報の配信

都市基盤の整備

高齢者の暮らしの安心

子ども・子育て支援

道路の整備

健康づくり

危機管理機能の強化

魅力あるまちづくり

安心な住環境の確保

公共施設等の老朽化・耐震化対策

施 政 方 針 に 基 づく新 年 度 の 主 な 事 業

　保育園整備計画事業

新規

新規

新規

新規

新規

新規

拡大

拡大

拡大

拡大

拡大


